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4.4.3 津波励起機構の総合研究 

 

(1) 調査研究の目的と概要 

 

(a)課題名 津波励起機構の総合研究 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

北海道大学大学院理学研究科 

 

助教授 谷岡勇市郎 tanioka@eos.hokudai.ac.jp 

 

 

 (c) 調査研究の目的 

 上記「4.3.1 章 津波津波遡上高・被害の調査及び結果の整理」および「4.3.2 章 高精

度の数値シミュレーションに基づく十勝沖地震津波の波形解析」を進めていく段階で、2003

年十勝沖地震による津波の特異的な現象が明らかになってきた。4.3.2 章の図１に今回の

十勝沖地震による津波を記録した検潮記録が示されている。図を見ると浦河で観測された

津波のみ、第一波到達から１時間以上遅れて大きな津波が観測されているのが分かる。図

１に浦河の記録を拡大した。第１波の波高は 30cm 程度で 5 時 15 分頃に到達した。しかし

2m を超える大きな波高の波は第１波の到達時より１時間以上遅れて到達しているが明瞭

に分かる。この様に後続波が極端に大きくなる特異的な津波励起機構を解明することは、

今後の津波被害軽減に大きく貢献できると考えられる。本調査研究では、えりも岬の西側

で津波の後続波が極端に大きくなった津波の励起機構を解明する。 

 

 

図１ 浦河の検潮所で記録された 2003 年十勝沖地震の津波波形 

 

 

(2)調査研究の成果 
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(a) 調査研究の要約 

2003 年十勝沖地震で発生したえりも岬西側での大きな後続波が発生した原因を明らか

にするため、津波数値計算をおこなった。その結果、えりも岬とその南側に張り出した浅

瀬と震源との位置関係が小さな第 1 波と大きな後続波を生み出した原因であることが明ら

かになった。この様な大きな後続波の発生は津波防災上重要であり、他の地域でも今後調

査する必要がある。 

(b) 調査研究の実施方法 

2003 年十勝沖地震の津波を遠地地震波形から推定された断層モデル（Yamanaka and 
Kikuchi, 2003）を用いて海底面地殻変動を計算し地図上に鉛直成分をプロットすると図２
の様になる。津波の初期条件として用いる地殻変動の波長は海の深さ 1000m－5000m に
比べて十分大きいため長波近似が成り立つ。海底面の鉛直地殻変動は海面での津波初期波

形と同一と考え、津波を計算する。津波の数値計算は線形長波式を差分法で解く方法を使

用する。海底地形データの格子間隔は 20 秒を用いた。数値計算の安定条件から計算時間
ステップは１秒とした。海と陸の境界では完全反射を過程した。えりも岬周辺に着目し計

算結果を解析する。 

 

図２ Yamanaka and Kikuchi (2003)の断層モデルより計算された地殻変動の鉛直成分 
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 (c) 調査研究の成果 

 図２を見ても明らかなように、海面変動の大きな部分はえりも岬の東側にあり、えりも

岬の西側にはおよんでいないことが分かる。この海面変動が津波として伝播し始めると、

大きな津波はえりも岬より東側や太平洋・三陸に向かって伝播し始める。しかしえりも岬

の西側には、えりも岬とえりも岬の南に張り出している浅瀬に邪魔されて、大きな津波は

第 1 波として到達しない。小さな津波だけが第一波として到達することとなる。その後、

えりも岬の東側沿岸の浅瀬にトラップされた津波のエネルギーが境界波として沿岸に沿っ

て伝播する（詳しくは Gonzalez et al., 1995 参照）。図３に地震発生から 50 分後から 75

分後まで津波伝播のスナップショットをえりも岬西側に対して示す。えりも岬東側で発生

した大きな境界波がえりも岬を回り西側に達し、えりも岬の西側をゆっくりと北西に進ん

でいく様子が分かる。図４にはえりも岬と浦河の間の９地点での津波波形を示す。この図

からも大きな境界波が発達し、えりも岬から浦河に向けて伝播していく様子が分かる。 

 
図 3 地震発生後 50 分、55 分、60 分、65 分、70 分、75 分後の津波伝播の様子。コンター

は 15cm、30cm、45cm、の津波の高さを示す。 
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図４ えりも岬から浦河の間の 9 地点での津波計算波形。 

 

 (d) 結論ならびに今後の課題 

  えりも岬の西側で第１波到達から１時間以上もたって大きな津波が到達したのは、え

りも岬とその南側の浅瀬の存在が大きな第１波の到達を妨げ、その後えりも岬の東側沿岸

で発達した境界波がえりも岬から北西にゆっくりと伝播したためと推定された。今回の場

合えりも岬と震源との特殊な位置関係がこの様な大きな後続波を発生させた原因であった。

この様な場所が他にも存在することが考えられ、津波被害軽減のため海溝型大地震の発生

する様々な場所で大きな後続波の検討を行う必要がある。 
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